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平成 23年 3月 31日 

 

平成 22 年度実施 地域 ICT 利活用広域連携事業 成果報告書 

 

 

実施団体名 

金沢市及び内灘町 

 

代表団体名 

金沢市 

 

事業名称 

ICTを利活用した広域連携救急画像伝送ｼｽﾃﾑ事業 

 

1 事業実施概要 

救急車内の傷病者のﾊﾞｲﾀﾙｻｲﾝ及び傷病者の状態を把握できる動画を救急画像伝送ｼｽﾃﾑで医療機

関の医師に送り､医師がこれを携帯電話でﾘｱﾙﾀｲﾑに把握し､救急隊に対して適切な救急応急処置等

の指示指導ができるｼｽﾃﾑを開発構築する｡ 

また､これに伴うｽｷﾙを周辺の未実施地域(消防本部等)に展開し､ICTの人材を育成する｡ 

 

2 目標の進捗状況 

(1) 目標の進捗率 

指標 目標値 結果の数値 

達

成

状

況 

計測方法･出展等 

適切な応急処置の実施 応急処置(特定行為を

含む)のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ目標

10% 

応急処置のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ

につながった 62.5% 

○ 該ｼｽﾃﾑを活用して搬送した全ての救急出動数

に占めるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟにつながった活動件数 

救命率の向上(社会復帰率) 社会復帰率 5%向上 25% ○ 該ｼｽﾃﾑを活用して搬送した全ての救急出動の

うち､重篤な傷病者の容態等の中で改善が見

られた件数 

医療機関収容依頼にかかる時間

の短縮 

医療機関収容所要時

間 10%減 

1.9 分減(12.5%減) 

 

○ ｼｽﾃﾑ未活用の場合 15.21 分 

ｼｽﾃﾑ活用の場合 13.31 分 

傷病者車内収容から病院到着までの搬送平

均時間 

 



(2) 進捗率の理由(達成状況が△又は×の場合はその理由 

全て達成 

 

3 事業による成果 

(1) 事業による成果(ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ指標) 

項 目 成果指数 備考(成果指数の説明等) 調査時期 

医療機関参加数 5 医療機関 域内の画像伝送ｼｽﾃﾑに参加した医療

機関 

2011 年 1 月から 3 月末まで 

消防署(出張所)参加数 4 消防署､5 出張所 域内の画像伝送ｼｽﾃﾑに参加した消防

機関 

2011 年 1 月から 3 月末まで 

ｼｽﾃﾑ利用件数 16 件 ｼｽﾃﾑを利用しての救急搬送件数 2011 年 1 月から 3 月末まで 

医療機関網羅率 100%(ｼｽﾃﾑ設置医療機関 5 施設) 参加医療機関によるｼｽﾃﾑ導入率 2011 年 1 月から 3 月末まで 

救急画像伝送ｼｽﾃﾑ設置救急車台

数 

10 台 参加消防機関内のｼｽﾃﾑ設置台数 2011 年 1 月から 3 月末まで 

救急画像伝送ｼｽﾃﾑ救急車設置網

羅率 

100%(金沢市､内灘町に配置救急

車数) 

配置されている消防機関内の救急車

へのｼｽﾃﾑ設置率 

2011 年 1 月から 3 月末まで 

救急画像伝送ｼｽﾃﾑ取扱講習会(年

/回) 

4 回 該ｼｽﾃﾑの取扱説明及び運用に関する

講習会開催数 

2010 年 12 月から 2011 年 3

月末まで 

救急画像伝送ｼｽﾃﾑ事業に関する

講演会(年/回) 

1 回 ICT ﾉｳﾊｳの高い講師を招いての発展

的運用及び事例に対する講演開催数 

2011 年 1 月から 3 月末まで 

 

(2) 事業による社会的効果等(ｱｳﾄｶﾑ指標) 

 

項 目 事業成果 調査内容 算出方法 調査時期 

救命率 25.0% 

 ｼｽﾃﾑを活用した 16 件の内で事後検証の

対象となった 4 件の内､何らかの改善が

見られた件数が 1 件 

該ｼｽﾃﾑにより､医師か

ら指示､指導を受け応

急処置を実施した結

果､心拍の再開等容態

が改善した件数｡ 

2011 年 2 月の調査で取得

した､該ｼｽﾃﾑを活用して搬

送した､石川県ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛ

ｰﾙ協議会が定める事後検

証の対象となる重篤な傷

病者の全ての救急出動に

ついての救命率について

算出する｡ 

【根拠式】 

救命率(%)=何らかの容態

等の改善が見られた件数÷

総件数 

ｼｽﾃﾑ稼働期間 (2011

年 2 月からの調査) 



 

現場の主観的応急

処置ﾚﾍﾞﾙ向上率 

62.5% 

 ｼｽﾃﾑを活用した 16 件の内､医師からの

指示指導を受けた結果､応急処置のﾚﾍﾞﾙ

の向上が見られた件数が 10 件 

該ｼｽﾃﾑにより､医師か

ら指示､指導を受けた

結果､救急隊の応急処

置のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟに繋が

ったかｱﾝｹｰﾄを実施す

る｡ 

2011 年 2 月の調査で取得

した､該ｼｽﾃﾑを活用して搬

送した全ての救急出動に

ついての応急処置のﾚﾍﾞﾙ

向上について算出する｡ 

【根拠式】 

有用率(%)=ｱﾝｹｰﾄの結果､

応急処置のﾚﾍﾞﾙ向上があ

ると回答があった件数÷総

件数 

ｼｽﾃﾑ稼働期間 (2011

年 2 月からの調査) 

医師の主観的応急

処置ﾚﾍﾞﾙ向上率 

25.0% 

 ｼｽﾃﾑを活用した 16 件の内､救急隊員に

適切な指示指導が行え応急処置のﾚﾍﾞﾙ

の向上が見られた件数が 4 件 

該ｼｽﾃﾑの活用により､

救急隊に適切な指示､

指導が行え応急処置

のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟに繋がっ

たかｱﾝｹｰﾄを実施す

る｡ 

2011 年 2 月の調査で取得

した､該ｼｽﾃﾑを活用して搬

送した全ての救急出動に

ついての応急処置のﾚﾍﾞﾙ

向上について算出する｡ 

【根拠式】 

有用率(%)=ｱﾝｹｰﾄの結果､

応急処置のﾚﾍﾞﾙ向上があ

ると回答があった件数÷総

件数 

ｼｽﾃﾑ稼働期間 (2011

年 2 月からの調査) 

受入病院の主観的

応急処置ﾚﾍﾞﾙ向上

率 

68.75% 

 ｼｽﾃﾑを活用した 16 件の内､医療機関の

到着後に応急処置のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟにつなが

った件数が 11 件 

該ｼｽﾃﾑの活用により､

傷病者の状態がﾘｱﾙﾀｲ

ﾑに把握でき､医療機

関到着後の応急処置

のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟに繋がっ

たかｱﾝｹｰﾄを実施す

る｡ 

2011 年 2 月の調査で取得

した､該ｼｽﾃﾑを活用して搬

送した全ての救急出動に

ついての応急処置のﾚﾍﾞﾙ

向上について算出する｡ 

【根拠式】 

有用率(%)=ｱﾝｹｰﾄの結果､

応急処置のﾚﾍﾞﾙ向上があ

ると回答があった件数÷総

件数 

ｼｽﾃﾑ稼働期間 (2011

年 2 月からの調査) 



 

使用率 (連携回数 /

出動回数)【単独指

標】 

5.88% 

 調査対象医療機関の搬送件数 272 件の

内､ｼｽﾃﾑを活用した件数 16 件 

調査対象医療機関 5

病院に対して該ｼｽﾃﾑ

を使用した使用率 

2011 年 2 月の調査で取得

した､調査対象医療機関 5

病院に該ｼｽﾃﾑの使用して

搬送した使用率算出する｡ 

【根拠式】 

使用率(%)=調査対象医療

機関 5 病院にｼｽﾃﾑ使用し

て搬送した件数÷調査対象

医療機関 5 病院へ搬送し

た総件数 

ｼｽﾃﾑ稼働期間 (2011

年 2 月からの調査 

医療機関収容依頼

にかかる時間 

1.9 分減 

ｼｽﾃﾑ未活用(1273 件)の搬送平均時間

(傷病者車内収容から病院到着までの所

要時間) 

15.21 分 

ｼｽﾃﾑ活用(16 件)の搬送平均時間(傷病者

車内収容から病院到着までの所要時間) 

13.31 分 

該ｼｽﾃﾑを活用し医療

機関へ搬送した平均

時間とｼｽﾃﾑを使用せ

ず搬送した平均時間

の差を比較する｡ 

2011 年 2 月の調査で取得

した､該ｼｽﾃﾑを活用して搬

送した全ての救急出動の

搬送時間の平均と､ｼｽﾃﾑを

活用しない搬送した全て

の救急出動の平均値を算

出し前後比較を行う｡ 

【根拠式】 

搬送平均時間の増減時間=

搬送平均時間(ｼｽﾃﾑの未活

用)-搬送平均時間(ｼｽﾃﾑの

活用) 

搬送平均時間 (ｼｽﾃﾑの活

用)=累積の搬送時間÷救急

車の出動回数 

搬送平均時間(ｼｽﾃﾑの未活

用)=累積の搬送時間÷救急

車の出動回数 

ｼｽﾃﾑ稼働期間 (2011

年 2 月からの調査) 

ICT 人材の増加【単

独指標】 

150 名 

第 1 回研修会参加人員:46 名 

第 2 回研修会参加人員:32 名 

第 3 回研修会参加人員:39 名 

第 4 回研修会参加人員:33 名 

ICT 人材育成の講習

会における受講者数

の累計 

ICT 人材育成の講習会に

参加した受講者人数を累

計し､人材育成の参加人員

を集計する｡ 

2010 年 12 月 



 

4 ｼｽﾃﾑ設計書 

別添 2 のとおり｡ 

患者情報確認の有

用率 

87.5% 

 ｼｽﾃﾑを活用した 16 件の内で､有用性が

あると回答があった件数が 14 件 

医師の該ｼｽﾃﾑを活用

しての､傷病者情報の

取得についての有用

性についてｱﾝｹｰﾄを実

施する｡ 

2011 年 2 月の調査で取得

した､該ｼｽﾃﾑを活用して搬

送した全ての救急出動に

ついての有用率について

算出する｡ 

【根拠式】 

有用率(%)=ｱﾝｹｰﾄの結果､

有用性があると回答があ

った件数÷総件数 

ｼｽﾃﾑ稼働期間 (2011

年 2 月からの調査) 

主観的応急処置ﾚﾍﾞ

ﾙ向上率 

62.5% 

 ｼｽﾃﾑを活用した 16 件の内､医師からの

指示指導を受けた結果､応急処置のﾚﾍﾞﾙ

の向上が見られた件数が 10 件 

該ｼｽﾃﾑにより､医師か

ら指示､指導を受けた

結果､応急処置のﾚﾍﾞﾙ

ｱｯﾌﾟに繋がったかｱﾝｹ

ｰﾄを実施する｡ 

2011 年 2 月の調査で取得

した､該ｼｽﾃﾑを活用して搬

送した全ての救急出動に

ついての応急処置のﾚﾍﾞﾙ

向上について算出する｡ 

【根拠式】 

有用率(%)=ｱﾝｹｰﾄの結果､

応急処置のﾚﾍﾞﾙ向上があ

ると回答があった件数÷総

件数 

ｼｽﾃﾑ稼働期間 (2011

年 2 月からの調査) 



<ｼｽﾃﾑ運用結果> 

1 ｼｽﾃﾑ運用で得られた成果 

  日常の救急業務において､傷病者の個人情報の扱いに対する重要性をより認識するようになった 

  医療機関との画像伝送による､医師からの指示やｱﾄﾞﾊﾞｲｽにより個人のｽｷﾙｱｯﾌﾟにつながった 

   

2 平成 22年度事業実施において明らかとなった課題 

(1) 積載予定の救急自動車は今回 3 車種が存在するため､開発する機器はより汎用性の高いものが

必要であると考えられることからこの点を踏まえた開発が必要である｡ 

今回は車両ﾀｲﾌﾟに制限されない機器開発が行えた｡ 

(2) 今後全県､11 消防機関での利活用を想定すれば､各機関の導入ｺｽﾄの負担が少なくなるような､

より汎用性が高い機器開発をしておく必要がある｡ 

今回は汎用性の高い仕様とした｡ 

(3) 既設のﾍﾞｯﾄﾞｻｲﾄﾞﾓﾆﾀからの変更にはｺｽﾄ負担が大きいため､複数のﾒｰｶｰのﾍﾞｯﾄﾞｻｲﾄﾞﾓﾆﾀに対応

した機器開発が必要である｡ 

(4) 携帯端末上の画質の向上､画面の拡大などのﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟが必要である｡ 

(5) ICTを利活用し､更に救命率向上を進めていくために､広域にわたるｼｽﾃﾑ共同利用を行う必要が

ある｡その為に､ﾌﾟﾛﾄｺﾙ･ﾊｰﾄﾞの相互調整が必要である｡ 

      

3 自律的･継続的運営の見込み 

救急業務の迅速化と効率化を始めとした救命率向上に貢献するための､ICT 利活用広域連携事業

のｼｽﾃﾑ開発と運用がこの事業の重要な目的である｡ 

この点からも ICT を利活用した救急画像伝送ｼｽﾃﾑは､｢救急業務における画像伝送ｼｽﾃﾑ普及協議

会｣が中心となって､関係する消防機関と医療機関と石川県ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ協議会とが相互に協力し､

初年度の金沢市及び内灘町の 2 消防機関から 5 ヶ年をかけて県内すべての 11 消防機関へと展開を 

予定しており､その後も継続的運営が行われるものである｡ 

2 ヶ年目以降は連携主体である 2 機関を含め､今後参加する各自治体も自らの財源による運用を

図る必要がある｡ 

 

4 今後の展開方針 

  金沢市及び内灘町の 2 消防機関から 5 ヶ年をかけて県内すべての 11 消防機関へと展開する予定

である。また、県内のみならず､県外から導入に対する問い合わせもあることから､日本全国の救急

業務の質向上を目指し画像伝送ｼｽﾃﾑの事例紹介や実績の報告を広く行う予定である｡ 

 

 

 

 

 

 



5 その他 

  北国新聞 平成 23年 1月 31日 25面より転載 

｢救急画像伝送ｼｽﾃﾑ｣紹介記事 

 

 



<人材育成状況説明書> 

申請主体及び事業運営主体における ICT人材の育成･活用内容 

1 ICT 人材の育成人数 

  (1) 画像伝送ｼｽﾃﾑ研修 

平成 22年 12月 15､16､27､28日 

     平成 22年 12月 15日 消防職員  46名 

    平成 22年 12月 16日 消防職員  32名 

平成 22年 12月 27日 消防職員  39名 

平成 22年 12月 28日 消防職員  33名 

 

 (2) ICT取扱説明 

     平成 23年 1月 27日 県立中央病院  医師 2名 

     平成 23年 1月 27日 金沢大学付属病院 医師 10名 

     平成 23年 1月 29日 金沢市立病院  医師 4名､看護師 3名 

     平成 23年 2月 7日 金沢医科大学病院  医師 13名 

     平成 23年 2月 7日 金沢医療ｾﾝﾀｰ  医師 2名 

  

 (3)講演会（ICTを活用した救急現場からの画像伝送の過去･現在･そして未来へ） 

   平成 23年 3月 4日 講師 3名､参加人数 70名 

     

2 ICT 人材の育成方法 

(1) 平成 22年 12月 15､16日 

     救急画像伝送ｼｽﾃﾑ消防職員研修 

開発業者である長野ﾎﾟﾝﾌﾟ株式会社から､救急画像伝送ｼｽﾃﾑの概要や他のﾒｰｶの画像伝送ｼｽﾃ

ﾑについての資料に基づく説明､また実際の画像伝送ｼｽﾃﾑを用いたﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰｼｮﾝを行い､ICT人材

育成を行った｡ 

   

(2) 平成 22年 12月 27､28日 

救急画像伝送ｼｽﾃﾑ消防職員研修 

 第 1回救急業務における画像伝送ｼｽﾃﾑ普及協議会での結果報告と救急画像伝送ｼｽﾃﾑ運用に

関する説明会 

 

(3) 平成 23年 3月 4日 

     講演会（ ICTを活用した救急現場からの画像伝送の過去･現在･そして未来へ） 

     画像伝送ｼｽﾃﾑの普及活動を積極的に行うため､先進的に画像伝送ｼｽﾃﾑ事業の研究をされて

いる､東京大学付属病院 手術部･材料管理部 大林 俊彦先生､東京電機大学 未来化学部 ﾒﾃﾞｨｱ

情報学科 横田 勝彦先生による講演を行った｡ICTを活用した救急現場からの画像伝送の過

去･現在･そして未来へという演題のもと､講演及び質疑応答が行われた｡ 



 

3  1 で育成等した ICT 人材の活用人数 

 総計 6 人 

ICT機器開発ﾒｰｶｰ 2名 

大学病院医師 2名 

  大学研究員 1 名 

消防局事務局員 1名 

 

4 ICT 人材の活用方法 

  (1) 傷病者自身やその家族に対しての個人情報の扱いの運用方法を作成した(知識導入､車内掲示

方法など) 

  (2) ｼｽﾃﾑﾄﾗﾌﾞﾙ発生時のｼｽﾃﾑ復旧を行えるようにした(ﾃﾞﾓ､簡易ﾏﾆｭｱﾙ説明など) 

   (3) ICT機器を操作する医師側への操作･利用支援を行った(ﾃﾞﾓ､簡易ﾏﾆｭｱﾙ説明など) 

   (4) 救命率の向上を目指し､積極的な ICT ｼｽﾃﾑ運用の意識付けを行った(資料作成､説明会など) 

   (5) ｼｽﾃﾑ機器設計開発段階での ICT ﾉｳﾊｳ要求定義の参加(仕様書作成など) 

   

5 次年度以降の ICT人材の育成･活用内容(予定) 

(1) ICTの応用･発展性､ICT利活用による救命率の向上の検証や導入効果の測定検証をﾃｰﾏとして人

材育成を行う予定 

(2) ICT利活用を通して､救急業務のｽｷﾙｱｯﾌﾟ課題を整理し､効果のある運用について育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜実施体制説明書＞ 

１ 実施体制 

金沢市（事業主体）    内灘町（連携） 

      ICT広域連携救急画像伝送システム事業の運営委託 

救急業務における画像伝送システム普及協議会 

   活動結果の提出  準備開発運用分析 活動結果の提出 ﾌﾟﾛﾄｺﾙの見直し・助言・協力  

        準備開発運用分析 活動及び分析結果の提出 

９台設置          ５医療機関    石川県ＭＣ協議会 

       中央救急隊           金沢大学附属病院 

味噌蔵救急隊          石川県立中央病院 

       泉野救急隊           金沢医療センター 

高尾台救急隊          金沢市立病院 

駅西救急隊           金沢医科大学病院 設計・構築・保守の実行 

鳴和救急隊  依頼 

森本救急隊 

金石救急隊            依頼 

非常用救急車 機器設置・保守点検 

 １台設置 

       内灘町救急隊 

      

 

 

2 各主体の役割 

 

No 名  称 役  割 

1 
救急業務における画像伝送ｼｽﾃﾑ

普及協議会 

ICTを利活用した広域連携救急画像伝送ｼｽﾃﾑの普及の 

ために参加する消防機関及び医療機関と連携し､事業運営 

の準備･開発･運用などを効果的に進める｡ 

設置にあたり､構成員の選出､事業の計画や検討を進める｡ 

事業における情報を共有し課題認識を行い､効率的な効果 

検証を行う｡ 

2 金沢市消防局警防課 

事業の連携主体の連絡担当 

事業の研修計画立案と活動結果の検証 

事業評価及び効果検証の提出 

3 金沢市中央･駅西･金石消防署 
消防機関における活動結果の検証 

ICT ｽｷﾙ､人材の育成 

4 内灘町消防本部 
消防機関における活動結果の検証 

ICT ｽｷﾙ､人材の育成 

金沢市消防局 

内灘町消防本部 

医療機関 

救急隊への指

示指導 

 
医師への指示

指導要請 

画
像
伝
送
シ
ス
テ
ム
搭
載 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

日本光電中部株式会社 

日立キャピタル株式会社 

長野ポンプ株式会社 

協力業者 

株式会社レッツコーポレーション 



5 医療機関(5機関) 
ｼｽﾃﾑ運用 

医療機関における活動結果の検証 

5 石川県ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ協議会 

事業実施に関する助言･協力 

消防機関と医療機関との協議調整 

活動ﾌﾟﾛﾄｺﾙの見直し 

6 協力業者(5社) 

ｼｽﾃﾑ設計･構築･保守 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発及び事業の円滑な運営に対するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ 

ICTのﾉｳﾊｳの機器面からの整理及び普及への助言 



事業実施進行表 

実施内容 

 

8月 

 

9月 

 

10 月 

 

11月 

 

12月 

 

H23 

1月 

 

 

2月 

 

 

3月 

 

協議会等開催         

ｼｽﾃﾑ構成の検

討･決定 

        

ｼｽﾃﾑ構築に係

る競争入札 

        

ｼｽﾃﾑ設計         

ｼｽﾃﾑ稼働 

 

        

報告書作成         

人材育成講習

会 

    

     

   

 

 

その他 

本事業により構築したｳｪﾌﾞｻｲﾄ又は本事業を掲載したｳｪﾌﾞｻｲﾄはありません。 


